
注記表

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　有価証券の評価基準及び評価方法
（１）売買目的の有価証券

　時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っています。

（２）満期保有目的の債券
  移動平均法に基づく償却原価法により行っています。

（３）その他の有価証券

２　外部出資の評価基準及び評価方法

３　金銭の信託の評価基準及び評価方法

４　棚卸資産の評価基準及び評価方法

５　固定資産の減価償却方法
（１）有形固定資産

（２）無形固定資産

自  平成２９年４月　１日

至  平成３０年３月３１日

  市場価格のあるものについては、期末日の市場価格等に基づく時価法、市場価格の
ないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っています。
　また、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理（売却
原価は移動平均法により算定）しております。

　当組合が保有している外部出資は市場価格のないものに該当しますので、移動平均法
に基づく原価法により行っています。

　金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価基準及び評価方法は、上
記１の有価証券と同様の方法によっており、信託の契約単位ごとに期末の信託財産構成
物である資産及び負債の評価額の合計額をもって貸借対照表に計上しています。

　棚卸資産の評価基準及び評価方法は、最終仕入原価法に基づく原価法（収益性の低下
による簿価切下げの方法）により行っています。
　ただし、堆肥センターについては売価還元法に基づく原価法（収益性の低下による簿
価切下げの方法）、大型農機については個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿
価切下げの方法）により行っています。

　法人税法に規定する基準により定率法により償却しています。ただし、法人税法の
改正に伴い平成１０年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く）並びに平成２
８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用してい
ます。

　法人税法に規定する基準により定額法により償却しています。
　また、自社利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に
基づき、定額法により償却しています。
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６　引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

（２）退職給付引当金

（３）賞与引当金

（４）役員退職慰労引当金

（５）特例業務負担金引当金

７　リース取引にかかる会計処理の方法

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（5年）による定額法（定率法）により按分した額を、それ
ぞれ発生の翌事業年度（事業年度）から費用処理することとしています。
　過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5
年）による定額法により費用処理しています。

　貸倒引当金は、予め定めている資産査定要領、経理規程及び資産の償却・引当基準
に則り、次のとおり計上しています。
　正常先債権、その他の要注意先債権及び要管理先債権については、貸倒実績率等で
算定した金額を計上しています。

　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末の退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しています。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　また、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から
担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見
込額として債権額から直接減額しており、その金額は608,688千円です。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方
法については、期間定額基準によっています。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース
取引のうち、会計基準適用初年度（平成２０年度）開始前に取引を行ったものについて
は、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっています。

　特例業務負担金引当金は、旧農林漁業団体職員共済組合（存続団体）が行う特例年
金給付等の業務に要する費用に充てるため拠出する特例業務負担金の平成30年3月末
現在における平成44年3月までの実負担見込額に基づき計上しています。

　役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計
上しています。

　なお、 破綻懸念先債権のうち、元本の回収に係るキャッシュ･フローを合理的に見
積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価額から
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額との差額を引当
てています。

　破綻懸念先債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収
が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断
して必要と認められる額を計上しています。

　すべての債権は、資産査定要領に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該
部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて
上記の計上を行っています。

　実質破綻先債権及び破綻先債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額を計上しています。

　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する部分を計
上しています。
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８　消費税等の会計処理の方法

９　記載金額の端数処理

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１　固定資産の圧縮記帳額
　固定資産の圧縮記帳額は、5,550,585千円です。その内訳は、次のとおりです。
　建物　　　　2,507,872千円
　構築物　　　　371,089千円
　機械装置　　2,081,120千円
　その他　　　  590,502千円

２　リース契約により使用する重要な固定資産

３　担保に供した資産等
　担保に供している資産は次のとおりです。

４　子会社等に対する金銭債権・債務
　子会社等に対する金銭債権は、2,945千円です。
　子会社等に対する金銭債務は、153,296千円です。

５　理事及び監事に対する金銭債権・債務
　理事及び監事に対する金銭債権は、262,848千円です。
　理事及び監事に対する金銭債務は、ありません。

　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満の科目については
「０」で表示をしております。

　消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式を採用しています。
　また、固定資産にかかる控除対象外消費税等は「雑資産」に計上し、法人税法に定め
る期間で均等償却しています。

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、オンライン信用端末・融資事務システム等に
ついては、リース契約により使用しています。
　所有権が当ＪＡに移転しないオペレーティング・リース取引については、通常の賃貸
借取引にかかる方法に準じた会計処理によっています。
　なお、未経過リース料は220,532千円であり、解約可能なオペレーティング・リース
取引の解約金の合計額です。

貸 出 条 件 緩 和 債 権
合      計 3,845,168

３カ月以上延滞債権 ―

破 綻 先 債 権 30,611
延 滞 債 権 3,796,702

17,854

　貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権に該
当する貸出金の額並びにその合計額は次のとおりです。

６　貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権
　に該当する貸出金の額並びにその合計額

　公金取扱事務契約にかかる保証金として、預金71,000千円、当座借越にかかる担保
として預金100,000千円を差し入れております。

金額（千円）
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　なお、それぞれの定義は、以下のとおりです。

７　劣後特約付貸出金の額

Ⅲ 損益計算書に関する注記

１　子会社等との取引高の総額
（１）子会社等との取引による収益総額　45,854千円

　　うち事業取引高 　33,107千円
　　うち事業取引以外の取引高 　12,747千円

（２）子会社等との取引による費用総額　244,483千円
　　うち事業取引高 　244,483千円

２　減損損失の内容
（１）資産をグループ化した方法及び共用資産の概要

　貸出金には、他の債権より債務の履行が後順位である旨の特約が付された岐阜県信用
農業協同組合連合会に対する劣後特約付貸出金11,037,000千円が含まれています。

ニ．「貸出条件緩和債権」とは債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし
　て、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者
　に有利となる取決めを行った貸出金（破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞
　債権を除く。）をいう。

ハ．「3カ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から
　3月以上遅延している貸出金（破綻先債権及び延滞債権を除く。）をいう。

ロ．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金で破綻先債権及び債務者の経営再建
　又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外のものを
　いう。

イ．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続している
　ことその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないもの
　として未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下
　「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第96条第1項
　第3号のイからホに掲げる事由又は第4号に規定する事由が生じているものを
　いう。

　当組合は管理会計の単位を基本に施設ごとに、また、業務外固定資産（遊休資産と
賃貸固定資産）については各固定資産を最小単位としてグルーピングしております。
　また、本店、カントリーエレベーター等の農業関係の共同利用施設についてはＪＡ
全体の共用資産としております。
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（２）当該資産グループの概要と減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの内訳

（３）減損損失を認識するに至った経緯

（４）回収可能価額の算定方法

建 物 1,132

合　計 522,898

旧堀津支店（倉庫跡地） 334

東深瀬小山 山県市東深瀬小山1199-2 遊　休 土 地 43

糸貫の土地 本巣市長屋字人宿261 遊　休 土 地

外山ライスセンター 本巣市神海232-1 米穀施設

土 地 13,400

建 物 8,841
美山ライスセンター 米穀施設山県市岩佐1818-1

そ の 他 1,380

西郷ライスセンター 米穀施設岐阜市上西郷2-18

そ の 他 114

土 地 118,296

建 物 18,529
旧本店別館 遊　休岐阜市端詰町56

おんさい朝市みわグリーン 岐阜市石原2-5-1 営業店 土 地 1,783

そ の 他 239
おんさい朝市北長森 営業店岐阜市野一色2-5-23

そ の 他 182
おんさい朝市くろのグリーン 営業店岐阜市古市場266

6,275
建 物 364

建 物 31,514
黒野農機センター 営業店岐阜市古市場266

そ の 他 1,232

土 地 7,214おんさい朝市羽島中央グリーン 営業店羽島市舟橋町8-2

そ の 他 283

土 地 80,822

旧須衛営業所 各務原市須衛町2-344 遊　休 建 物 873

おんさい広場鷺山 岐阜市下土居212-2 営業店 建 物 5,741
土 地 2,977

そ の 他 1,391

そ の 他 736

そ の 他 423

土 地 84,636

建 物 20,181

建 物 323

用途 種　類 減損損失

伊自良支店 山県市大森554-1 営業店 建 物 38,280

Ａコープ跡地 羽島郡岐南町八剣2-39 遊　休 土 地 6,273

土 地 896

建 物 4,952

佐波ライスセンター 米穀施設岐阜市柳津町高桑東3-78

おんさい朝市さかい川グリーン 羽島郡笠松町門間111 営業店 土 地

羽島市堀津町将田646-1 遊　休 土 地

　また、旧本店別館の回収可能価額については使用価値を採用しており、適用した割
引率は5.6％です。

　回収可能価額は正味売却価額を採用しており、その時価は固定資産税評価額等を基
礎とした指標により取り壊し費用を控除して算定しております。

　旧本店別館、Ａコープ跡地、旧須衛営業所、糸貫の土地、旧堀津支店（倉庫跡
地）、クスリのアオキ、東深瀬小山土地は遊休状態で当面の使用見込みがないため、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し減損損失として認識しました。
　西郷ライスセンター、佐波ライスセンター、外山ライスセンター、美山ライスセン
ターは当組合の理事会で廃止または委譲が決定しているため、帳簿価額を回収可能価
額まで減額し減損損失として認識しました。

　伊自良支店、おんさい広場鷺山、おんさい朝市北長森、おんさい朝市くろのグリー
ン、おんさい朝市みわグリーン、おんさい朝市さかい川グリーン、おんさい朝市羽島
中央グリーン、黒野農機センターについては、営業収支が２期連続の赤字であると同
時に、短期的に業績の回復が見込まれないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減
額し減損損失として認識しました。

羽島市舟橋町8-1 遊　休 土 地 30,338

場　所

(単位:千円)

32,884

クスリのアオキ
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Ⅳ 金融商品に関する注記

１ 金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

（２）金融商品の内容及びそのリスク

（３）金融商品にかかるリスク管理体制
　　①　信用リスクの管理①　信用リスクの管理

②　市場リスクの管理
　当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコント
ロールすることにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務
の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の
金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造
の構築に努めています。
　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析
及び当ＪＡの保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会に
おいて運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催
して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定
した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買や
リスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が
適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層
に報告しています。
　
市場リスクに係る定量的情報
　当ＪＡで保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品で
す。当ＪＡにおいて、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金
融商品は、預金、貸出金、有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、貯
金及び借入金です。
　当ＪＡでは、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の
合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあ
たっての定量的分析に利用しています。
　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標
となる金利が0.5％上昇したものと想定した場合には、経済価値が1,729,642千円減
少するものと把握しています。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とそ
の他のリスク変数の相関を考慮していません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超え
る影響が生じる可能性があります。

　当組合は組合員等から預った貯金を原資に、組合員や地域内の企業や団体などへ貸
付け、残った余裕金を岐阜県信用農業協同組合連合会へ預けているほか、国債や地方
債などの債券、投資信託、株式等による運用を行っています。

　当組合が保有する金融資産は、主として預金、貸出金及び有価証券であり、貸出金
は顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクにさらされています。
　また、有価証券は主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的及びその他有
価証券で保有しています。これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場
価格の変動リスクにさらされています。

　当ＪＡは、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決
定しています。また、通常の貸出取引については、本店に融資部を設置し各支店と
連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッ
シュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な
審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維
持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については
管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自
己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基づき必要額を
計上し、資産及び財務の健全化に努めています。
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③　資金調達にかかる流動性リスクの管理

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

２　金融商品の時価等に関する事項
（１）金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

（単位：千円）

預金
有価証券
満期保有目的の債券
その他有価証券 －

金銭の信託 －
貸出金 － －
貸倒引当金 △ － －
貸倒引当金控除後

資産小計
貯金
負債小計

（２）金融商品の時価の算定方法
①　預金

②　有価証券及び金銭の信託

③　貸出金

983,510,792 460,529
983,510,792 460,529

743,720,842

9,000,000

△209,198

213,334,394 7,924,463
1,027,073,356 8,594,426

　また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金
を控除した額を時価に代わる金額としています。

　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出
先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額によっています。
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類ごとに、元利金の合計額を短期金利
の指標であるＬＩＢＯＲまたは長期金利の指標である円ＳＷＡＰレートで割り引い
た額から、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。

差額

40,411,452 40,411,452

時価

・貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上している職員厚生貸付金72,447
千円を含めています。

貸借対照表計上額

　債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっています。
  また、株式は取引所の価格により、投資信託については公表されている基準価格
によっています。
　なお、金銭の信託は有価証券に準じて評価しています。

743,930,041

9,000,000
206,897,934

1,488,002
205,409,931

1,018,551,379
983,050,263
983,050,263

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっています。
　また、満期のある預金については、短期金利の指標であるＬＩＢＯＲまたは長期
金利の指標である円ＳＷＡＰレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額とし
て算定しています。

60,211,406 61,018,120 806,714
19,799,953 20,606,668 806,714

　当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表
に含めず（３）に記載しています。

　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、
市場価格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含ま
れています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異な
る前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

　当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を
作成し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについて
は、投資判断を行う上での重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金
性）を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。
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④　貯金

（３）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

外部出資

（４）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

預金
有価証券
満期保有目的の債券

貸出金

・貸出金のうち、当座貸越2,168,181千円については「１年以内」に含めています。

（５）貯金の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

貯金
・要求払貯金については「１年以内」に含めています。

Ⅴ 有価証券に関する注記
（１）有価証券の時価等

①　満期保有目的の債券

（単位：千円）

19,799,953 20,606,668 806,714
20,606,668 806,71419,799,953

― ― ― ―

― ―

759,154,850 12,325,456 13,312,040 18,118,734 21,080,169 181,029,413

　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価と
みなしています。
　また、定期貯金及び定期積金については、将来のキャッシュ・フローを短期金利
の指標であるＬＩＢＯＲまたは長期金利の指標である円ＳＷＡＰレートで割り引い
た現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

合計

５年以内

３年超

２年超１年以内
４年以内

・貸出金のうち、３カ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等582,797千円は
償還の予定が見込めないため、含めていません。

２年以内

貸借対照表計上額

２年超１年以内 １年超

１年超

４年超

その他有価証券のう
ち満期があるもの

３年以内２年以内

合計

４年以内

国　　　債時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

貸借対照表計上額

５年以内

３年以内
３年超 ４年超 ５年超

9,981,904 9,677,059

種類 差額

地　方　債 199,972 207,030
19,599,981 20,399,638 799,656

小　　　計

　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額については、次のとおりです。

時価

7,057

729,301,464 98,927,160 131,098,159 13,257,340 10,466,138

28,069,229

743,830,041 ―

14,817,809 11,914,556 10,701,421 149,149,937

　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これ
らは（１）の金融商品の時価情報には含まれておりません。

9,800,000400,000 4,400,000 5,200,000

507,000 410,900 2,210,618 3,736,830 6,203,110 22,079,475
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③　その他有価証券

（単位：千円）

△

△

△

△

　

（２）売却した満期保有目的の債券
　該当はありません。

（３）売却したその他の有価証券
　当期中に売却したその他の有価証券は、次のとおりです。

(単位:千円)

（４）保有目的区分を変更した有価証券
　該当はありません。

（５）金銭の信託の内容
　運用目的の金銭の信託
 貸借対照表計上額 9,000,000 千円
 当期の損益に含まれた評価差額はありません。

（６）減損処理額及び基準
 当年度中において、減損処理は行っておりません。

Ⅵ 退職給付に関する注記

１　退職給付債務の内容等
（１）採用している退職給付制度の概要

（２）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
　期首における退職給付債務 千円
　　勤務費用
　　利息費用
　　数理計算上の差異の当期発生額
　　退職給付の支払額
　期末における退職給付債務

35,006,535 2,100,314

社 債

小 計

取得原価又は償却原価

社 債

投 資 証 券

売却益

差額

種　　類

合計

売却額

　その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額
及びこれらの差額については、次のとおりです。

売却損

株 式

小 計

国 債

受益証券

―

種類

受 益 証 券
貸借対照表計上
額が取得原価又
は償却原価を超
えないもの

貸借対照表計
上額が取得原
価又は償却原
価を超えるも
の 投 資 証 券

受 益 証 券

貸借対照表計上額

国 債

株 式

652,290

5,646,106

38,552,326

2,224

株 式

84,2941,169,694 38,217

　職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用して
います。また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部にあてるため全共
連・りそな銀行との契約による確定給付企業年金制度及び全国役職員共済会との契約
による退職金共済制度を採用しています。

5,823,463
△461,533

453,041
10,058
41,413

5,780,483

合　計

29,453

26,061

5,350,396

28,460

4,126

236,068

241,188

18,243,083 657,76318,900,846

9,801,567

606,432

4,252,912

345,982

258,744

837,759

10,147,550

865,177

5,090,671

993

5,404,917

30,187

5,586,464

32,906,220

1,859,125

7,932304,407
30,000570,000 ―

47,941 16,372
59,989 ―

8,217
247,346

40,411,452

　また、評価差額から繰延税金負債506,239千円を控除した額1,352,885千円が、その
他有価証券評価差額金に含まれています。
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（３）年金資産の期首残高と期末残高の調整表
　期首における年金資産 千円
　　期待運用収益
　　数理計算上の差異の当期発生額
　　確定給付企業年金制度への拠出金
　　退職給付の支払額
　期末における年金資産

　退職給付債務 千円
　確定給付企業年金制度（全共連）
　確定給付企業年金制度（りそな銀行）
　未積立退職給付債務
　未認識数理計算上の差異
　貸借対照表計上額純額
　前払年金費用

（５）退職給付費用及びその内訳項目の金額
　勤務費用 千円
　利息費用
　期待運用収益
　数理計算上の差異の損益処理額
出向者負担金受入額

　小計
　退職給付費用

（６）年金資産の主な内訳
①　確定給付企業年金制度（全共連）
　　一般勘定

②　確定給付企業年金制度（りそな銀行）
　　債券
　　株式
　　現金及び預金
　　　　合計

（７）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

（８）割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項
①　割引率 ％
②　長期期待運用収益率
  確定給付企業年金制度（全共連） ％
  確定給付企業年金制度（りそな銀行） ％

③　数理計算上の差異の処理年数 年
④　過去勤務費用の処理年数 年

△461,533
6,781,275

（４）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金
　　及び前払年金費用の調整表

10,058

252,638

△76,108

453,041

5

6,443,694
76,108

260,879

49.55％
47.68％
2.77％

0.148

1.00
5

1.50

△864,342

100％

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配
分と年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考
慮しています。

100％

△2,246

462,125

93,468

5,823,463
△2,365,642
△4,415,632

△957,811

△864,342

252,638

△132,106
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２　厚生年金と農林年金の統合に伴う特例業務負担金の金額

Ⅶ 税効果会計に関する注記

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳
　繰延税金資産
　　減損損失 千円
　　貸倒償却
　　特例業務負担金
　　貸倒引当金
　　賞与引当金
　　その他
　　（小　計）
　評価性引当額 △　○○○
　繰延税金資産合計
　繰延税金負債
  　その他有価証券評価差額 △　○○○
　　除去費用資産計上額 △　○○○
　　適格合併に伴うみなし配当 △　○○○
　　前払年金費用 △　○○○
　繰延税金負債合計 △　○○○
　繰延税金資産の純額 △　○○○

２　法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
　法定実効税率 ％
　（調整）
　　交際費等永久に損金に算入されない項目
　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目
　　住民税均等割等
　　評価性引当額の増減
　　その他
　　差異計
　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％

Ⅷ 重要な後発事象に関する注記

Ⅸ その他の注記

1,817,562

33.92

215,700

2.34

△　2.66
0.84

6.69

0.83

27.23

244,008

506,239
1,027

65,428

808,142
235,447

325,585

482,556

　厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団
体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第５７条の規定に基づき、旧農林共済組合
（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務
負担金は83,982千円であり、特例業務負担金引当金から取り崩し支払いをしています。
　また、同組合より示された平成３０年３月現在における平成４４年３月までの特例業
務負担金の将来見込額は1,184,337千円となっています。

2,300,119

322,495

705,513

220,256

5.34

592,144
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